
第 75 号議案
平成 30 年３月 20 日

任 用 給 与 課

平成 30年東京都職員給与等実態調査の実施について

このことについて、地方公務員法第８条の規定に基づき、裏面の実施計画のとおり平

成30年東京都職員給与等実態調査を実施することとし、別紙案のとおり同実施要綱を決

定する。
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【参考】地方公務員法（抄）

(人事委員会又は公平委員会の権限)

第８条 人事委員会は、次に掲げる事務を処理する。

１ 人事行政に関する事項について調査し、人事記録に関することを管理し、及びその他人事に関する

統計報告を作成すること。

２ 人事評価、給与、勤務時間その他の勤務条件、研修、厚生福利制度その他職員に関する制度につい

て絶えず研究を行い、その成果を地方公共団体の議会若しくは長又は任命権者に提出すること。

項  目 内  容

１ 目的 (1) 都職員の給与・報酬及び人員構成の実態を把握し、給与・報酬制度及び任

用制度の研究に必要な基礎資料を得ること。

(2) 給与勧告の基礎となる公民比較の資料を得ること。

２ 調査時点 平成３０年４月１日

３ 調査対象職員

調査対象職員

【参考】

平成29年調査に

おける職員数（人）

(1)「職員の給与に関する条例」適用職員 ９３,２０５

(2)「学校職員の給与に関する条例」適用職員 ６２,３４７

(3)「東京都公営企業職員の給与の種類及び基準

に関する条例」適用職員
１２,４８１

(4)再任用職員 ５,６５６

(5)任期付職員 １２１

(6)一般職非常勤職員 １２,３８４

計 １８６,１９４

※(1)、(2)及び(3)については再任用職員を除く。

４ 調査事項 「平成３０年東京都職員給与等実態調査入力ファイルレイアウト」記載のと

おり。

５ 調査方法等 各任命権者に、「平成３０年東京都職員給与等実態調査実施要綱」により、調

査事項を収録したデータの作成を依頼し、同データに基づき集計作業を行う。

６ 調査結果の利用 (1) 給与関係項目・報酬関係項目

給与勧告や給与・報酬制度の検討資料とする。また、調査結果の一部につ

いては、給与勧告書に資料として掲載する。

(2) 任用関係項目

任用制度の検討資料とする。また、調査結果の一部から「都職員の構成」

を作成する。

７ 調査日程 ３月下旬   各任命権者へ調査依頼

５月 ９日  一般職非常勤職員以外のデータ提出期限（公営企業を除く）

５月２５日  一般職非常勤職員以外のデータ提出期限（公営企業）

７月１２日  一般職非常勤職員データ提出期限（全任命権者）

８月末まで  集計・分析

平成30年東京都職員給与等実態調査実施計画
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平成30年東京都職員給与等実態調査実施要綱

１ 調 査 の 目 的

  この調査は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第８条の規定に基づき、職員

等の給与等の実態を把握し、給与制度及び任用制度等の研究に必要な基礎資料を得る

ことを目的とし、その他の目的には使用しない。

２ 調 査 時 点

  平成30年４月１日

３ 調 査 の 対 象

  以下に該当する職員で、平成30年４月１日現在、在職する職員とする。ただし、臨

時職員並びに妊娠出産休暇及び育児休業の承認に伴う臨時的任用教職員については

対象外とする。

(1) 「職員の給与に関する条例」（昭和26年東京都条例第75号）又は「学校職員の給

与に関する条例」（昭和31年東京都条例第68号）（併せて以下「給与条例」という。）

の適用を受ける職員

(2) 「東京都の一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例」（平成 14

年東京都条例第 161 号。以下「任期付職員採用条例」という。）又は「東京都の一

般職の任期付研究員の採用及び給与の特例に関する条例」（平成 14 年東京都条例

第 162 号。以下「任期付研究員採用条例」という。）の適用を受ける職員

(3) 「東京都公営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例」（昭和28年東京都条

例第19号）の適用を受ける職員（以下「公営企業職員」という。）のうち、同条例

第18条の適用を受ける職員以外の職員

（4） 地方公務員法第17条の規定に基づき任用される非常勤の職員（以下「一般職非

常勤職員」という。）

４ 調査事項及び調査方法

(1)  調査事項

   別記「平成30年東京都職員給与等実態調査入力ファイルレイアウト」（以下「入

力ファイルレイアウト」という。）記載のとおり。ただし、以下の職員については、

給与関係項目・報酬関係項目を除く。

① 公営企業職員

② 休職者、結核休養者、育児休業中の者、育児短時間勤務の者

③ 「外国の地方公共団体の機関等に派遣される職員の処遇等に関する条例」（昭和

63年東京都条例第12号）による派遣職員

④ 都から給与が支給されていない他官公庁等への派遣職員

   ア 地方自治法第252条の17による派遣職員

1別紙案
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   イ 「公益的法人等への東京都職員の派遣等に関する条例」（平成13年東京都条

例第133号）による公益的法人等への派遣職員

(2) 調査方法

   各任命権者に、入力ファイルレイアウトの調査事項を収録したデータの作成を依

頼し、同データに基づき集計作業を行う（詳細は「平成30年東京都職員給与等実態

調査データ作成要領」による。）。

５ データ提出期限

(1) 一般職非常勤職員以外の職員

  公営企業職員以外  平成30年５月９日（水）12:00まで

  公営企業職員    平成30年５月25日（金）12:00まで

(2) 一般職非常勤職員   平成30年７月12日（木）12:00まで



平成30年東京都職員給与等実態調査入力ファイルレイアウト
(一般職非常勤職員以外)

採 給 管 住
扶  養 通  勤  初 任 給   月  額     特  地  勤  務  ・

農 産 定 単
  地　 域

項
所    属 出 生 年 月 日

用
学  歴 採 用 年 月 日 経    験    年    数 現        職  調     整

林 時
年      間      超      過      勤      務      手      当    年 間 収 入 居  住  地

性 試 料 理 居
手  当 手  当  手     当   特  勤 へ  き  地  手  当

漁 業 制 身
  手   当

験 給 前    歴 給 号 差 の
構  成

職 期 準 普 通 １３５ 府   区

目 整    理    番    号 年 選 採 与 最 年 修学 換    算 在    職 職 職 発    令 額 調 職 配 そ 加 通 員 間 区 支 ず 及 教 信 赴 地 支  ２５ １２５ １５０ １６０ 県   市  区

局 部 課 年 月 日 考 用 決 年 月 日 年数 年    数 年    数 計 年    月 料 級 の 算 勤 金    額 の の 金    額 金    額 給 る 金       額 指 教 域 給    ／    ／    ／    ／ 金       額 金       額 ｺ   町  分

別 程 時 定 調整 支 整 手 手
偶 子 他

方 区 区 区 手 導 育 育 任 区 区 １００ １００ １００ １００  |   村   ｺ

名 号 度 上 終 号 年 月 年 月 年 種 層 年 月 表 給 給
親

対

法 （百円） 分 分 分 （百円） （百円） 分 当 （ 拾  円 ） 手 手 手 手 分 分   時   時   時   時 （ 百  円 ） （ 千  円 ）  ド  |

額 当 当

者 　

族

象

当 当 当 当   間   間   間   間  ド

 1      3 4  5 6  7 8 15 16 17 23 24 25 28 29 35 36 47 48 56 57 63 64 65 66 67 68 71 72 75 76 78 79 83 84 86 87 88 89 93 94 95 96 97 99 101 102 106 110 114 118 123 128 130

網かけ上段は、再任用以外の職員の入力該当項目。

網かけ下段は、再任用職員の入力該当項目。白抜きの項目は"0"埋め。

133 218 232

勤 調 教 勤 更

職 級 情 報
退 職 年 月 日 退    職    前

務 査 職 務 新

  技       能   技       能   技  能  長   統       括    １  級  職   主  任  級   統　　　括   課  長  級   統       括   参       事   理       事    昇   任   選   考   区   分 ポ 本

   １  級  職   主  任  級        級  技 能 長 級   課長代理   課  長  級
ス 庁 状 対 調  ２５ １５ ５ 年 時 職 職

  巡       査   巡  査  長  巡 査 部 長   警  部  補   警       部   警       視   主  任   管  試  ト 等    ／    ／    ／ 年 月 日

  消  防  士  消防副士長  消 防 士 長  消防司令補  消 防 司 令  消防司令長   消  防  監  消 防 正 監  消 防 司 監  消 防 総 監
区 区 況 象 整 １００ １００ １００ 間 回

年 区 年 区 分 分 区 区   時   時   時 号 区 種 層

度 分 度 分 分 分 額   間   間   間 分 数

133    136 137    140 141    144 145    148 149    152 153    156 157    160 161    164 165    168 169    172 173    176 177    180 181    184 185    188 189    192 193 196 199 206 207 211 215 220 227 232

再任用以外の職員は218桁、再任用職員は232桁。
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課長代理

132

現         給

年間超過勤務手当
（60時間超）

    特   殊

    勤   務

    手   当

任用関係項目

給与関係項目
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